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熊本市政の推進にあたり、日頃から御理解、御高配を賜

り深く感謝申し上げます。  

また、新型コロナウイルス感染症対策に関する緊急要望

へのご配慮に、改めて厚く御礼申し上げます。  

さて、未曾有の災害となった「平成 28 年熊本地震」か

ら４年が経過しました。本市では、被災者の生活再建支援

を最優先に、復興計画に掲げる施策を着実に進めてまいり

ました。  

国におかれましても、発災当初からこれまで、被災者の

生活支援に係る迅速な対応をはじめ、国庫補助制度の創設

や拡充等、被災自治体の財政負担軽減のために様々なご支

援を頂いたところです。  

その結果、被災者の住まい再建やインフラ等の復旧は概

ね順調に進んでおりますが、今もなお仮設住宅等での不自

由な生活を余儀なくされている方や、液状化被害等により

宅 地 の 復 旧 に 時 間を 要 し て い る 方 な ど 課 題 を 抱 えて い る

世帯があり、継続的な支援が必要な状況です。  

このような中、新型コロナウイルス感染症が発生し、本

市 に と っ て 復 興 の歩 み を 後 戻 り さ せ か ね な い 非 常に 深 刻

な危機に直面しており、市民生活や地域経済に甚大な影響

が生じるとともに、市民の不安も更に増大しつつあります。 

 本市としましては、引き続き被災者の生活再建支援を最

優先に取り組むと同時に、新型コロナウイルスの「感染拡

大防止」と「地域経済の維持・再建」の両立を図り、新 た

な日常の構築に全力を挙げて取り組んでまいります。  

国におかれましては、本市が取り組む各種施策の推進に

是非とも御理解をいただき、令和３年度予算編成等に向け

て、特段の御支援、御協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。  

 

 

       令和２年（ 2020 年） 8 月  
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固定資産税等の特例期間の延長 
 

【国土交通省・総務省】 

 

 

１ 平成 28 年熊本地震による被災住宅用地に係る特例措置及び被災

代替家屋に係る特例措置について、特例期間を延長していただき

たい。 
 

 

 

 

 

■平成 28 年熊本地震では約 14 万棟の住家被害が発生し、本市におけ

る公費及び自費解体棟数は約 14,000棟にも及んだ。 

■このような中、職人不足等の理由から住宅再建が遅れる状況が続き、

平成 31 年度税制改正により平成 28 年熊本地震による被災住宅用地

の特例措置が２年延長となった。 

■令和２年４月末時点でこの特例措置を適用している土地は約 4,000

筆（約 2,700画地）であり、５月以降も住宅再建が進んでいる状況で

ある。 

 

 

 

■令和２年７月現在、本市には公共事業が未完了の地域が存在してい

るため、令和２年７月、特例措置を適用中の土地所有者に対し、住宅

の建て替えに関する意向調査を実施した。 

 

■その結果、約２割の方から「住宅の建替えの意向はあるものの、建替

えの予定時期は未定」との回答があり、この中には「宅地復旧の遅れ

や住宅会社の工事の遅れにより住宅再建に時間がかかっている」と

の意見があった。 

現 状 

提案・要望内容 

課 題 
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要望担当課：財政局税務部固定資産税課    ℡096-328-2195 

 

参考１ 現行の支援制度と要望内容 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

■以上のことから、現在の特例措置終了後においても、未だ住宅再建が

完了できない被災者の存在が確認され、さらに今後は、令和２年７月

豪雨の影響により住宅再建の更なる遅延も予想されるところである。

ついては、これら被災者の負担軽減のため、特例期間の延長が必要で

ある。 

 

 

 

 

 

項  目 現行制度 要望内容 

被災住宅用地の特例 4年度分（令和2年度課税分まで）1/6等 適用期間の延長 

被災代替家屋の特例 
令和3年3月31日までに取得等した家屋を対象

に4年度分1/2 
取得期限の延長 
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熊本地震後の児童生徒の心のケアに対する財政支援 
 

【文部科学省】 

 

 

１ 被災児童生徒の心のケアのため、今後も引き続き、現行の補助制

度による財政支援を継続していただきたい。 
 

 

 

 

 

■平成 28年熊本地震以降、カウンセリングが必要な児童生徒数の調査  

を継続して行っているが、毎回新たにカウンセリングが必要となる  

児童生徒が確認されている。 

 

■令和元年度（2019 年度）の調査において、カウンセリングが必要な  

児童生徒数及び新たにカウンセリングが必要となった児童生徒数と

もに減少傾向が見られた。熊本地震を想起させるような地震が最近

発生していないことが減少の原因だと考えられる。 

 

■平成 28年熊本地震以降、被災児童生徒の心のケアに係る費用につい

ては、全額国庫補助による財政支援を受けている。 

 

 

 

 

■今後も、不安を抱える児童生徒への適切な対応を長期的に継続し、  

児童生徒の心の安定を図る必要がある。 

 

 

現 状 

提案・要望内容 

課 題 
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要望担当課：教育委員会事務局学校教育部総合支援課    ℡096-328-2743 

 

参考１ 平成 28年熊本地震に伴うカウンセリングが必要な児童生徒数の調査結果 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加して

簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして好きな

位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

参考２ 総事業費 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加して

簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして好きな

位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

 

 

（対象：熊本市立小中学校の全児童生徒）  

 

 

 

 

 

〈2016年度〉   約 101,400千円 

〈2017～2018年度〉約 22,000千円×2ヵ年 ＝  約 44,000千円 

〈2019～2020年度〉約 15,000千円×2ヵ年 ＝  約 30,000千円 

計 約 1.8億円 
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熊本城の復旧・復興に対する支援 
 

【文部科学省・国土交通省】 

 

 

１ 熊本城の復旧・復興に向けて、現行の補助率の嵩上げを継続して

いただきたい。（文部科学省〈重要文化財建造物〉補助率 85％⇒90％、 

 〈特別史跡（石垣、復元建造物）〉補助率 70％⇒75％、国土交通省 

 〈都市災害復旧事業〉補助率 2/3⇒0.783） 

 

２ 復旧・復興に係る現地指導や会議への出席、文化庁内に設置され

ている熊本城復旧総合支援室の継続など、人的・技術的支援につ

いても、現行どおり継続していただきたい。 

 

 

 

 

■平成 30 年（2018 年）3 月に策定した熊本城復旧基本計画に基づき、  

文化財的価値の保全とともに、計画的・効率的な復旧と戦略的・効果  

的な公開活用に取り組むこととしている。 

 

 

 

 

■熊本城復旧基本計画の推進を図るためには、計画期間（～令和 20年

（2037年）度）中の継続した財政支援と予算額の確保が必要。 

 

■文化財の復旧には高い専門知識と技術を持った人材が継続して必要。 

  

現 状 

提案・要望内容 

課 題 
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要望担当課：文化市民局熊本城総合事務所    ℡096-352-5900 

 

参考１ 現行の補助制度 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所管 補助メニュー 補助率 支援対象

重要文化財修理、防災、公開活用

事業費

90％

（85％）
重要文化財建造物

史跡等総合活用整備事業費、

重要文化財等防災施設整備事業費

75％

（70％）
特別史跡（石垣、復元建造物

国交省 都市災害復旧事業
78.3％

（2/3）

再建・復元建造物

（天守閣・本丸御殿・飯田丸五階櫓）

熊本城公園施設

（便益施設・管理施設）

※激甚災害に係る復旧事業として、補助率の嵩上げが適用されている。（括弧内は通常の災害復旧事業に係る補助率）

文化庁
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宅地復旧に必要な支援の継続 
 

【国土交通省】 

 

 

１ 宅地耐震化推進事業の推進に当たり、現行の補助率の嵩上げを継

続していただくとともに、必要な予算の確保をお願いしたい。 

 

２ 液状化対策を効果的に推進するため、液状化対策委員会における

国土交通省職員の派遣を継続していただきたい。 

 

 

 

 

■平成 28年熊本地震では、造成地の滑動崩落や擁壁崩壊、液状化など

多大な宅地被害が発生した。 

■このような中、近見地区における液状化被害は約 40haにも及ぶ広範

囲であった。 

■このため、近見地区全 8区域のうち平成 30年度（2018年度）より工

事着手した 1 区域において工事を完成し、地下水位の状況等を観測

しながら段階的に目標水位までの低下を図っている。 

■また、令和元年度（2019 年度）には 2 区域、今年度についても新た

に 2区域を加えた計 4 区域の工事に着手している。 

■なお、上記の液状化対策工事にあたっては、国の宅地耐震化推進事業

を活用しており、現在、熊本地震における特例措置として、補助率の

嵩上げ（1/4⇒1/2）を講じていただいている。 

■液状化対策委員会については、平成 29年度より市の附属機関として

設置し、これまで 10 回開催するなど、技術的な検討を重ねてきた。

その中でも、国土交通省（都市安全課）の職員には平成 29年度より

当委員として提言等をいただき、本市としても円滑に事業の推進が

できている。 

現 状 

提案・要望内容 
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要望担当課：都市建設局都市政策部震災対策課    ℡096-328-2966 

 

参考１ 対象事業費、財源スキーム 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

 

 

■残り 3 区域について早期に工事を完了するため、国庫補助の嵩上げ

の継続及び予算確保が必要である。 

■宅地耐震化推進事業における液状化対策は、全国的に事例が少なく  

技術的な専門家が限られているため、引き続き国からの助言などが

必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課 題 

〈令和 2年度（2020年度）当初予算〉 

宅地耐震化推進事業 5,108,350千円 

（うち国費 2,554,175千円） 

  

▼財源スキーム 

 

 

 

 

 

   ※国費については、特例により嵩上げがなされている（１/４→１/２） 

実質
負担2.5％

地方負担1/2

補助率1/2

交付税措置
（47.5％）

国費 （50％）

95%

災害復旧事業債100％

【液状化被害】 【液状化対策工事】 【排水ポンプ起動・集水状況】 
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被災マンションの建替えに必要な支援の継続 
 

【国土交通省】 

 

 

１ 令和３年度（２０２１年度）事業量に必要な予算額を確保してい

ただきたい。 
 

 

 

 

 

■熊本地震により被災したマンションで、建替えが必要な４団地のう

ち、すでに建替えが決定している団地は３団地、建替え決議に向けて

権利者間で協議中の団地が１団地である。（各地区状況は次頁参照） 

 

■被災マンションについては、優良建築物等整備事業（社会資本整備総

合交付金）のメニューの一つである「マンション建替えタイプ」を活

用し、平成 29年度より継続して支援を行っている。 

 

■当該整備事業については、熊本地震からの復旧に係る特例として補

助率の嵩上げが適用されており、事業者（被災マンションの権利者等）

の負担を軽減できている。 

 

 

 

 

■次年度以降も継続して被災マンションの建替えを円滑に進めるため

に、事業量に必要な予算の確保が必要である。 

 

  

現 状 

提案・要望内容 

課 題 
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要望担当課：都市建設局住宅部震災住宅支援課    ℡096-328-2989 

 

参考１ 建替えが必要な被災マンションの状況 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

参考２ 優良建築物等整備事業（マンション建替えタイプ）の補助率 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

 

 

・建替えが必要な被災マンションの状況  

 

 

 

 

○通常・・・・・・・・ 

○特例による嵩上げ・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団地（地区） 決議 工事進捗状況等 

上熊本地区 済 R2年 6月工事完了 

保田窪地区 済 R2年 8月工事着工予定 

西阿弥陀寺地区 済 R3年 4月工事着工予定 

神水地区 未 権利者協議中 

熊本地震で被災したマンション 

地方(1/3) 国(1/3) 事(1/3) 

地方(2/5) 国(2/5) 事(1/5) 
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②新型コロナウイルス感染

症対策分野 
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全自動ＰＣＲ検査機器及び試薬の供給確保について 
 

【厚生労働省】 

 

 

１ 全自動ＰＣＲ検査機器及びその専用試薬の供給を確保していただ

きたい。 
 

 

 

 

 

■ＰＣＲ検査には、前処理・核酸抽出・ＰＣＲ検査の大きく３工程があ

り、それぞれ手作業や工程別の検査機器を使用して行っている。 

 

■また、それぞれ別の機器を使用することから、検体の移し替えの際の

ミスの発生や検査に時間を要する要因となっている。 

 

■感染者発生が急増している中、感染拡大防止には検査体制の拡充が

急務であり、前処理から結果出力まで一連の工程が迅速に全自動で

行える「全自動ＰＣＲ検査機器」の導入を検討している。 

 

 

 

■しかしながら、現在国内で使用できる「全自動ＰＣＲ検査機器」の主

流は海外製であり、世界中での需要の高まりから、機器及び専用試薬

が供給不足となっている。 

 

■また、日本での供給量確保のため、引き続き国内メーカーでの同機器

の開発も必要となっている。 

 

現 状 

提案・要望内容 

課 題 



14 

 

要望担当課：環境局環境推進部環境総合センター    ℡096-379-2511 

 

参考１ ＰＣＲ検査の現状と全自動ＰＣＲ検査との比較 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

 

 

 

（現状） 

 

 

 

 

（全自動ＰＣＲ検査機器導入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前処理 核酸抽出 ＰＣＲ検査 

前処理 ⇒ 核酸抽出 ⇒ ＰＣＲ検査 

（全自動ＰＣＲ検査機器） 

※自動核酸抽出装置がある

が、専用試薬の供給不足

のために手作業 
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新型コロナウイルス感染症 

患者受入医療機関に対する財政支援 
 

【厚生労働省】 

 

 

１ 新型コロナウイルス感染症による患者受入医療機関への影響につ

いて財政支援を講じていただきたい。 
 

 

 

 

 

■新型コロナウイルス感染症患者の受入医療機関においては、急な入

院患者の受入に対応するため、入院病床の確保を行っているところ

である。 

■その一例として医療機関Ａでは、県内における新型コロナウイルス

感染症患者の発生後、感染症病床８床に加え、隣接する一般病床２８

床も感染症病床として確保した。 

■感染が拡大する中、病床の確保、風評被害等により、入院患者及び外

来患者数が減少し大幅な減収となった。 

■国の２次補正において、病床確保料が大幅に引き上げられたものの、

医療機関Ａの平均入院単価とは乖離している。 

 

 

 

 

 

■新型コロナウイルス感染症患者の受入医療機関においては、稼働率

の低下等により減収が深刻な課題となっており、地域の医療提供体

制を維持するための財政支援が必要である。 

現 状 

提案・要望内容 

課 題 
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要望担当課：熊本市民病院 事務局医事課   ℡096-365-1711 

 

参考１ 患者受入医療機関の影響額 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

参考２ 病床確保料の単価（その他の病床） 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 当初の収支見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内の受入医療機関 Aの影響額（２月～５月） 

病床確保料（引き上げ前）１６千円 

                 

〃  （引き上げ後）５２千円 平均入院単価 ７０千円 乖離 

新型コロナ感染症による影響額（2月～5月分） （単位：千円）

医療機関Ａ
稼働額計

Ａ
稼働額（予定）計

Ｂ 　※１
影響額

Ｃ（Ｂ-Ａ）
病床確保料

Ｄ　　※２
差額

Ｅ（Ｃ-Ｄ）

入院 1,791,119 2,335,707 544,588 273,477 271,111

外来 632,250 770,504 138,254 138,254

合計 2,423,369 3,106,211 682,842 273,477 409,365
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鉄軌道事業者に対する財政支援 
 

【国土交通省】 

 

 

１ 新型コロナウイルス感染症による鉄軌道事業者への影響について

財政支援を講じていただきたい。 
 

 

 

 

■新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため不要不急の外出自粛が

求められる中で、鉄軌道事業者は、社会・経済活動を支える基盤とし

ての責任を果たすため、運行本数等のサービスについて、従前の水準

を概ね維持してきた。 

 

■その結果、本市の鉄軌道事業の３月から５月までの３カ月間の状況

は、対前年と比べ、運賃収入で５２．４％減少している。 

 

■国の２次補正では、鉄軌道事業者の減収分に対する財政支援がない。 

 

 

 

 

■今年度の収支は大幅に悪化し、極めて厳しい経営状況となる見込で

あることから、基幹的な公共交通を担う鉄軌道事業としての役割を

果たせなくなる恐れがある。 

 

■経済全体がダメージを受けている中、運賃への転嫁は難しい。 

 

 

現 状 

提案・要望内容 

課 題 
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要望担当課：交通局総務課    ℡096-361-5211 

 

参考１ 鉄軌道事業者（熊本市電、熊本電気鉄道）の運賃収入の状況 

 

[サイドバーは、テキストの重要なポイントを強調したり、スケジュールなどの情報を追加

して簡単に参照できるようにしたりするのに便利です。 

これらは通常、ページの左側、右側、上部、または下部に配置されますが、ドラッグして

好きな位置に簡単に動かせます。 

内容を追加する準備ができたら、ここをクリックして入力を始めましょう。] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

2019年 2020年

554,384 263,762 ▲ 290,622 ▲52.4%

運賃収入（3～5月）

前年比




